
イト不日24巨 4ン月 30 日

村上法人会 会員 各位

(公社)村上法人会

会 長 今井 栄一

村 上 市及 び新潟 県並 び に国税 庁 、経 済産 業省 か らの情報

会員の皆様には、新型コロナウイルスにより多大な不安と経済的な被害を受けられ

ておられますことに、心からお見舞い申し上げます。

この難局を皆さんで乗り越えてまいりましょう。

さて、村上市から「新型コロナウイルス感染症にかかる地域経済支援策」について

詳細が発表されましたので、その詳細をお知らせいたします。新潟県からは、民間金

融機関を通じた資金繰 り支援策が創設されました。

国税庁のホームページには料飲店等の方に「在庫酒類の持ち帰り用販売等について」
の告知がありましたし、「法人税及び地方法人税並びに法人の消費税の申告・納付期限

と源泉所得税の納付期限の個別指定による期限延長手続きに関するFAQ(頻 繁に尋
ねられる質問)」 が掲載されております。関係する会員の方は是非確認をお願いいたし

ます。

また、経済産業省の持続化給付金制度が制度化されましたのでこのことにつきまし

てもお知らせいたします。

・在庫酒類の持ち帰り用販売等について

<参 考 URL>https://www.nta.go jp/taxes/shiraberu/kansensho/index htm

国税庁ホームページ (ホーム)(税の情報・手続・用紙/お酒に関する情報/新型コロナウイルス感

染症に関する対応等について/在庫酒類の持ち帰り用販売等をしたい料飲店等の方へ)

・法人税及び地方法人税並びに法人の消費税の申当 1納付期限と源泉所得税の納付期限の個

別指定による期限延長手続きに関するFAQ
国税庁ホームページ (ホーム)《法人の方へ》
「法人税及び地方法人税並びに法人消費税」の申告 口納付期限の期限延長手続きについて

・村上市新型コロナウイルス感染症にかかる地域経済支援策  (男1紙 )
・新潟県民間金融期間を通じた資金繰り支援  (別紙)
日経済産業省持続化給付金制度について  (男1紙 )

※枚数が多くなつて申し訳ありません



新型コロナウイルス感染拡大により影響を受けている事業者を支援

村上市経済支援策

村上市では、新型コロすウイルス感染拡大により影響を受けている事業者の方に文」し経

済支援策を実施します。

儡愉||IⅢⅢII■|‐||■■‐|‐|.■||■|■.|
新型コロすウイルス感染拡大の影響を受けた事業者が行う、売上回復のため新たに

に取り組む幅広い事業に対する補助を行い訣す。

酬 村上市販売促進応援プロジエクト事業補助金 (1事業者 1回限り)

補助率
補助対象経費の4/5(|:限 10カ |])
※2以 llのグルーフで|11請の場合は [限 20万 1■l

・法人 :市 lA」に本店があること

1対象者   : 個人 :市内に店舗並びに住所があること
10市税の滞納がないこと

補胸象経費
I]尿:落≦1董3量1彗、

く
医、亀翼堪ξ蹴鑑12取

り組み

1補助金交付申請書、事業実施計llhl書、収支予算書、任意グループ概要

必要書類  |(グ ループでの申請時のみ)、 市税の納税証明書、見積書、振込先が
分かる書類 等
0中請期間 :令和 2年 5月 1日～令和 2年 9月 30□

(上・□・祝日除く)

・提 出 先 :地 i或経済振興課

腑捩|||IⅢIIIII‐|||||||||‐泰|1111‐
・
111‐

'II111

雇用調整助成金または緊急雇用安定助成金を活用し、雇用を維持した事業者に対して奨

励金を交付し事業者の負担軽減と雇用の維持を図ります。

郵 雇用維持奨励金 (1事業所 1回限り)

1  交付額   10万 円

対象者

0新型コロすウイルス感染症にかかる特lS」措置による国の雇用調整

助成金または緊急雇用安定助成金の支給申請を行つた事業所を市

内に有する事業者

・市税の滞納がないこと

奨励金交付申請書、ハローワークの受付印が押印されている雇用調整

必要書類   助成金または緊急雇用安定助成金の支給申請書類―式 (体業等実施計
‐画届等を含む)の写し、振込先が分かる書類

申請方法  10申 請期Fom:令不02年 5月 1□～令fl1 2年 9月 30日

(郵送) |・ 提 lLl」 先 :新型インフルエンザ等対策本音β経済対策チーム

申請方法

(直接提出)



経営維持のため賃貨店舗への家賃を助成

l■・lの持続化給付金をFI)請 した事業者に家晏助成を行いまヴ。

■ 店舗賃料緊急支援助成金 (1事業者 1回限り)

.  助成額   婁耀獣樅彙鵞「:」蟹襲二2Eζ輩誼11亀 1lit):よ『
1°万円)

対象者

・ 国の持続化給付金の支給決定を受ける予定又は支給決定を受けた

従業員 10人未満の事業所 (大型チェーン店除<)
。市税の滞納がないこと

‐  要書類   罪憲来T:菫露露些種糧隻嶋1当λtttrし
たことが分かる書類、振込

‐

1 申請方法   。申請期間 :令和2年 5月 l LI～令和2年 6月 30日 (予定)  |
| (郵 送)  ・提 出 先 :新型インフルエンザ等対策本部 経済対策チーム   |

郭脩||||||IⅢネ||1本||||IⅢⅢキ■||||||′ |‐

事業者の今後の経営維持及び」1活を支援するため、連続 して 7日以上事業を体業した事

業者に対して支援金を支給 します。

■ 新型コロナウイルス感染拡大に伴う休業支援金 (1事業者 1回限り)

.  
支総額   10万 円

。令和 2F‐F4月 16□から令和 2年 5月 6日の間に、連続して7日以 |

上事業を体業した事業者 (大型チ I― ン店除く)      、 |

対象者    ・法人 :市内に体業する事務所または事業lnAがぁること      |
‐         個人 :市内で事業を営1む村 l irliの個人事業i
l        ・市税の滞納がないこと
1        支援金支給申請書、堂業実態の確認ができる書類 (確定申告書の写 |

1  必要書類   し)、 連続して 7日間以上体業したことが分かる書類 (帳簿・台帳の |
写し、休業を周lllするチラシ等)、 振込先が分/ONる書類 等

申請方法   ・ [|]請期間 :令和2●14月 27「 |～令和 2年 5月 29「 l
l (郵 送)  ・提 出 先 :新型インフルエンザ等対策本部 経済対策チーム   |

申請に必要な書類のダウンロードや詳細事項は、村上市ホームページをご覧いただく

かお問い合わせください。

ぽ ホームページ

デ 問い合わせ先

村上市 コロナ 経済支援

新型インフルエンプ等対策本部 経済対策チーム
(村上市役所 本庁舎内)
〒958-8501 村上市三之町 1-1
TEL:0254-53-2111(|力線)3910 3911
※ 5/1からは0254-75-5067(経済対策コールセンター)



新潟県報道資料

0新 潟県

民間金融機関を通じた資金繰り支援

令不口2年 4月 21日

産業労働部倉1業 。経営支援課

1 新型コロナウイルス感染症対応資金の創設 (総額 2,180億円)

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い影響を受けた中小企業者の資金繰

りをさらに支援するため、国の緊急経済対策により、県制度融資を活用した

3年間の実質無利子や保証料ゼロの融資を、民間金融機関 (地銀、信金等)を
通じ、過去最大規模で実施します。

県制度融資も含めた保証付きの既往債務の借換も3年間の実質無利子や保
証料ゼロの対象となります。

なお、国の助成を活用しているため、令和 2年度補正予算成立後に取扱い
を開始しますが、事前の相談は4月 27日 (月 )から金融機関及び県の「中小
企業金融相談窓口」で受け付けます。

融 資 条 件

(2)融資限度額  3,000万 円
(3)資 金 使 途  運転資金・設備資金・借換資金
(4)融 資 期 間  10年以内 (う ち据置期間 5年以内)
(5)融 資 利 率  一定の要件を満たした場合、3年間無利子

3年以内 年 1 15%

3年超 5年以内     年 1.35%
5年超 7年以内     年 1.55%)
7年超 1011以内    年 1 75%

(6)信 用保証  一定の要件を満たした場合、保証料ゼロ
(7)取 扱 期 間  令和 2年 5月 1日 (予定)から令和 2年 12月 31日 まで (※ )
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(※ )。 取扱い開始日は国の令和 2年度補正予算の成立時期により変更となる場合があります。
・令和 2年 12月 31日 までに保証申込みを受け付けたもので、かつ令和 3年 1月 31日 までに

融資実行されたものを対象とする。



(1)補 給 対 象   本制度融資を受けた者のうち、下記に該当する者
<売上高等減少 >

○個人事業主 (事業性のあるフリーランス含み、小規模に限る)▲ 5%以上

○小 。中規模事業者 (L記を除く)▲ 15%以上

(2)補 給 期 間   3年 間 (補給率 100%)

保証料減免条件

(1)減 免 対 象  本制度融資を受けた者のうち、下記に該当する者
<売 L高等減少 >

①個人事業主 (事業性のあるフリーランス含み、小規模に限る)▲ 5%以上

②小 。中規模事業者 (上記を除く)▲ 15%以上

③小 。中規模事業者 (上記を除く)▲ 5%以上

(2)減 免 内 容

(1)①及び②の方・・・保証料負担ゼロ

(1)③の方   ・・・保証料 1/2

申込先(取扱金融機関) 〔t117[罫 (埋lχ眼設罷括露鰹 〕

第四銀行 、北越銀行 、大光銀行、 ノヽ十二銀行、北陸銀行、富山第一銀行 、東邦銀行、

きらやか銀行、秋 田銀行、三菱 UFJ銀 行、みずほ銀行、 りそな銀行 、三井住友銀行、

信用金庫、信用組合、商工組合中央金庫、 」Aバ ンク新潟県信連、北越後農協、越後中央
農協、越後ながおか農協、柏崎農協、 十日町農協、えちご 卜越農協、佐渡農協、みなみ魚沼
農協、越後さんとう農協、にいがた南蒲農協の県内営業店

こより決定されますので

受けている方

終わらない方 など

鰊
に
ド
」

新潟県「中小企業金融相談窓口」

(産業労働部 創業・経営支援課
丁EL:025-285-6887

時間 :8:30～ 17:30

本件についてのお問合せ先

新潟県産業労働部 創業・経営支援課
福原、石山

丁EL025-280-5240  FAX025-285-3783



魃齢経済産業省

感染症拡大により、特に大きな影響を受ける事業者に対して、事業の継続を
下支えし、再起の糧としていただくため、

事業全般に広く使える給付金を支給します。

法人は200万 円 、個人事業者は100万 円
※ただし、                  とします。

| ■売上減少分の計算方法
1  前年の総売上 (事業収入)― (前年同月比▲50%月 の売上×12ヶ月)|

ひと月の売上が前年同月比で50%以上減少してぃる事業者。
2.2019年以前から事業による事業収入 (売上)を得ており、今後も事業を継続
する意思がある事業者。

3.法人の場合は、

①資本金の額又は出資の総額が10億円未満、又は、
②上記の定めがない場合、常時使用する従業員の数が2000人以下

である事業者。

※2019年に創業した方や売上が一定期間に偏在している方などには特例があります。
※一度給付を受けた方は、再度給付申請することができません。

.と詳担峡)史諄玉餌籠な呵確‐訊下.さヤ|).9.¬

中小企業 金融・給付金相談窓口

※予算成立後、持続イな総付金
調―ルセンタニも聞設慇棋す。

※申講支援窓回仰設置場所等|こ
りし`てまま、講織が決まり次第公
表します。

新型コロナウイルス感染症の影響により、

「持続化給付金」を装つた詐欺にご注意下さい

持続化給付金
J‐1‐関するお知らせ(速報版)

持続化給付金とは?

憑 拳 覇 tl■ 機 豪 蕪 華 瞥1議 壼 ヽ 事 囀 整 鐘 翌 織 締 簿 達 ぶ 螂 鶉 撥 鐘 軽 鑢 機 鑢 棗 墨 繊 総 議 懸 1嬌 嬌 爾 撼 艤 機 継 構 螢 機 o,鑢 撼 苺 螂 繊 修 建 ‐苺 撼 議‐鑢‐熙 饉 毒 鑢 巌 織 澤 艤 甍 粽 綴 鑢 蒻 鰈 囀 辮 菫 鑢 澪 繊 贅 態 を 総

給付額

給 付 対 象 の 主 な要 件 ※商工業に限らず、以下を満たす幅広L嘆種が対象です。

相談ダイヤル

(平 日口休日9:00～ 19:00)


